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令和６年度資金管理業務に関する事業報告書 
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日） 

 
公益財団法人自動車リサイクル促進センター（以下「本財団」という。）は、持続可能

な循環型社会の実現に向け、自動車リサイクルの一層の推進を通じて、公益財団法
人として社会に貢献することが使命であり、資源の有効活用及び環境の保全に資する
ため、自動車等のリサイクル及び適正処理の促進に関する事業を行っている。 
 
I. 要旨 

本財団は、平成１５年６月２４日に使用済自動車の再資源化等に関する法律（平
成１４年法律第８７号。以下「法」という。）第９２条が規定する資金管理法人に指定さ
れており、法第９３条に規定される資金管理業務を実施した。 
令和６年度は、令和７年度から自動車製造業者等による本財団の指定法人業務

に関する費用の負担が休止されることに伴う準備を行ったほか、令和７年度に予定
している自動車リサイクル情報システムの大規模改造に向けた取組みを着実に推
進した。 
 
II. 事業内容 

令和６年度に資金管理業務に関する事業として実施した主要なものは以下のと
おりである。 
 
１． リサイクル料金の収受 

新車販売される自動車については新車登録・検査時までに、また、既販車の
うちリサイクル料金が預託されていない自動車については引取業者引取時まで
に、自動車所有者からリサイクル料金の収受を行った。一部の自動車製造業者
の出荷停止の影響からは回復傾向にあるものの、合計預託台数は前年度と比
べ微増の１０１％となった。収受形態ごとの内訳は下表のとおりである。 

 

収受形態 台数 預託収入 

新車購入時預託 ４，５７５千台 ５１，３２０百万円 

引取時預託 ２０千台 １１５百万円 

合計 ４，５９６千台 ５１，４３５百万円 

 
２． リサイクル料金の管理・運用 

自動車所有者から収受したリサイクル料金を運用の基本方針及び年度運用
計画に基づいて安全かつ確実な方法により管理・運用した。また、ＥＳＧ投資（環
境、社会、企業統治の観点を考慮した投資）を推進し、社会貢献の拡大に努め
た。 
新規に取得した債券の額面金額は１，０７１億円であり、年度末における保有

債券額面残高は８，８３６億円となった。 
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３． リサイクル料金の自動車製造業者等への払渡し 
使用済みになった自動車について、リサイクル義務を負う自動車製造業者等

又は指定再資源化機関、及び情報管理センターに、該当の自動車に関わるリサ
イクル料金及びその利息の払渡しを行った。品目ごとの内訳は下表のとおりで
あり、ＡＳＲの払渡台数は前年度比９３％となった。 

 

品目 払渡先 台数 払渡支出 

ＡＳＲ 
自動車製造業者等又
は指定再資源化機関 

２，３７３千台 １４，７６０百万円 

エアバッグ類 ２，２８４千台 ５，４２６百万円 

フロン類 ２，２４５千台 ４，５９８百万円 

情報管理料金 情報管理センター ２，５６１千台 ４９２百万円 

小計 ２５，２７７百万円 

利息 ３，６０３百万円 

合計 ２８，８８０百万円 

 
４． 中古車輸出時のリサイクル料金の返還 

自動車所有者が輸出したリサイクル料金の預託済み自動車について、当該
所有者の申請に基づき、適正かつ確実に輸出がなされたことを証する書類など
の提出を前提に、リサイクル料金を１８８億円、及び利息として１５億円を返還し
た。輸出返還台数は１６３万台、前年度比１０４％となった。 

 
５． 特預金の出えん等 

経済産業大臣及び環境大臣の承認を受けて、次のとおり特預金の出えん等
を行った。 
（１） 離島対策等支援事業の定常業務に１６１百万円、不法投棄等対策支援事業

の拡充に７百万円の合計１６８百万円を指定再資源化機関に出えんした。 
（２） 大規模災害発生に備えた地方公共団体向けの事前対応に要する資金として、

７百万円を指定再資源化機関に出えんした。 
（３） 自動車リサイクルの更なる発展に向けた理解活動に要する資金として、資金

管理法人において１２９百万円を充て、指定再資源化機関及び情報管理セン
ターにそれぞれ、２百万円、７百万円を出えんした。 

（４） 自動車リサイクル情報システムの大規模改造に係る開発及びテスト等に要す
る資金として、資金管理法人において１，０４４百万円を充て、情報管理センタ
ーに対して１，４２０百万円を出えんした。 

 
６． ラダー型ポートフォリオの在り方検討 

各年限の額面残高を６００億円程度（期間１５年程度）とするラダー型ポートフ
ォリオの完成に伴い、あらためて使用済自動車の平均使用年数や各年限の必
要残高を精査し、令和７年度からラダー型ポートフォリオの期間を２０年に延伸
することを決定した。 
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７． 自動車リサイクル情報システムの大規模改造に向けた取組み 
令和７年度に予定している自動車リサイクル情報システムの大規模改造にお

いては、令和５年度に策定したシステムの利便性、拡張性及び効率性の向上策
を織り込んだシステム設計に基づき、システム開発工程及びシステムテスト工程
等を推進した。 
資金管理業務としては、キャッシュレスや決済手段の多様化に対応した効率

的かつ利便性の高いリサイクル料金の収受方法や、ペーパーレス化やデジタル
化に対応した簡素かつ利便性の高い電子申請の手続き等を実現するためのシ
ステム開発を推進した。 

 
８． 合同会議の報告書における提言内容への対応 

産業構造審議会産業技術環境分科会廃棄物・リサイクル小委員会自動車リ
サイクルワーキンググループ及び中央環境審議会循環型社会部会自動車リサ
イクル専門委員会合同会議にて取りまとめられた報告書において提言された内
容のうち、資金管理業務に関する課題への対応を行った。 

令和７年度から、自動車製造業者等による本財団の指定法人業務に関する
費用の負担が休止されることに伴い、これまで自動車製造業者等が負担してき
た当該費用には特預金を充てることになるため、必要な準備を行った。 

以上 


